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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
オキシエチレン基を有するポリオール（ａ１－１）を含むポリオール（ａ１）とポリイソ
シアネート（ａ２）とを反応させて得られるイソシアネート基を有するウレタンプレポリ
マー（Ａ）、
グリシジル基を有する不飽和単量体（ｂ１－１）及び脂肪族第３級アミン（ｂ１－２）を
反応させて得られる化合物（ｂ１）と不飽和単量体（ｂ２）とを重合させて得られる重合
体（Ｂ）、
ポリイソシアネート化合物（Ｃ）、セメント（Ｄ）、水（Ｅ）、及び、骨材（Ｆ）を含有
するウレタンセメント組成物であって、
前記重合体（Ｂ）の使用量が、前記ウレタンプレポリマー（Ａ）１００質量部に対して、
５０～５００質量部の範囲であることを特徴とするウレタンセメント組成物。
【請求項２】
前記重合体（Ｂ）のガラス転移温度が５０℃以下である請求項１記載のウレタンセメント
組成物。
【請求項３】
請求項１又は２記載のウレタンセメント組成物からなる補修材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】



(2) JP 6589093 B2 2019.10.16

10

20

30

40

50

　本発明は、道路補修材として好適に使用することができるウレタンセメント組成物に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　コンクリート構造物の補修等の土木建築業界では、笹子トンネル崩落事故などを背景に
インフラ補強に対する注目度が高まっている。高度経済成長期以降に建設されたコンクリ
ート構造物は、今後３０年間に築５０年を経過するため、コンクリート補修の需要は増加
傾向にある。
【０００３】
　現在のコンクリート補修材としては、エポキシ樹脂系補修材や（メタ）アクリル系補修
材が大半を占めている（例えば、特許文献１を参照。）。しかしながら、セメントコンク
リートに対する接着力は未だ弱く、更なる改良が求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－２０１８０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明が解決しようとする課題は、セメントコンクリートに対する接着性に優れるウレ
タンセメント組成物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、オキシエチレン基を有するポリオール（ａ１－１）を含むポリオール（ａ１
）とポリイソシアネート（ａ２）とを反応させて得られるイソシアネート基を有するウレ
タンプレポリマー（Ａ）、グリシジル基を有する不飽和単量体（ｂ１－１）及び脂肪族第
３級アミン（ｂ１－２）を反応させて得られる化合物（ｂ１）と不飽和単量体（ｂ２）と
を重合させて得られる重合体（Ｂ）、ポリイソシアネート化合物（Ｃ）、セメント（Ｄ）
、水（Ｅ）、及び、骨材（Ｆ）を含有することを特徴とするウレタンセメント組成物、並
びに、該ウレタンセメント組成物からなる補修材を提供するものである。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明のウレタンセメント組成物は、セメントコンクリートに対して優れた接着性を示
し、速硬化性にも優れるものである。また、本発明のウレタンセメント組成物は、継時的
な粘度上昇を防ぎ、保存安定性にも優れている。よって、本発明のウレタンセメント組成
物は、補修材として好適に使用することができ、特に道路補修材として好適に使用するこ
とができる。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本発明のウレタンセメント組成物は、オキシエチレン基を有するポリオール（ａ１－１
）を含むポリオール（ａ１）とポリイソシアネート（ａ２）とを反応させて得られるイソ
シアネート基を有するウレタンプレポリマー（Ａ）、グリシジル基を有する不飽和単量体
（ｂ１－１）及び脂肪族第３級アミン（ｂ１－２）を反応させて得られる化合物（ｂ１）
と不飽和単量体（ｂ２）とを重合させて得られる重合体（Ｂ）、ポリイソシアネート化合
物（Ｃ）、セメント（Ｄ）、水（Ｅ）、及び、骨材（Ｆ）を含有するものである。
【０００９】
　前記ウレタンプレポリマー（Ａ）は、良好な親水性及び接着性を得る上で必須の成分で
あり、（ａ１－１）を含むポリオール（ａ１）とポリイソシアネート（ａ２）とを反応さ
せて得られるイソシアネート基を有するものである。
【００１０】
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　前記オキシエチレン基を有するポリオール（ａ１－１）は、親水性を付与してセメント
（Ｄ）及び水（Ｅ）との良好な親和性を発現し、基体であるセメントコンクリートに対す
る優れた接着性を得る上で必須の成分である。前記ポリオール（ａ１）としては、例えば
、ポリエチレングリコール、ポリオキシエチレンポリオキシプロピレングリコール、ポリ
オキシエチレンポリオキシテトラメチレングリコール等を用いることができる。これらの
ポリオールは単独で用いても２種以上を併用してもよい。これらの中でも、ウレタンセメ
ント組成物の硬化速度を調整しやすい点で、ポリオキシエチレンポリオキシプロピレング
リコールを用いることが好ましい。また、前記ポリオキシエチレンポリオキシプロピレン
グリコールにおけるオキシエチレン基とオキシプロピレン基とのモル比［ＥＯ／ＰＯ］と
しては、５０／５０～９０／１０の範囲であることが好ましい。
【００１１】
　前記ポリオール（ａ１－１）の数平均分子量としては、良好な親水性を付与できる点か
ら、５００～７，０００の範囲であることが好ましく、８００～５，０００の範囲がより
好ましい。なお、前記ポリオール（ａ１－１）の数平均分子量は、ゲル・パーミエーショ
ン・クロマトグラフィー（ＧＰＣ）法により、下記の条件で測定して得られた値を示す。
【００１２】
測定装置：高速ＧＰＣ装置（東ソー株式会社製「ＨＬＣ－８２２０ＧＰＣ」）
カラム：東ソー株式会社製の下記のカラムを直列に接続して使用した。
　「ＴＳＫｇｅｌ　Ｇ５０００」（７．８ｍｍＩ．Ｄ．×３０ｃｍ）×１本
　「ＴＳＫｇｅｌ　Ｇ４０００」（７．８ｍｍＩ．Ｄ．×３０ｃｍ）×１本
　「ＴＳＫｇｅｌ　Ｇ３０００」（７．８ｍｍＩ．Ｄ．×３０ｃｍ）×１本
　「ＴＳＫｇｅｌ　Ｇ２０００」（７．８ｍｍＩ．Ｄ．×３０ｃｍ）×１本
検出器：ＲＩ（示差屈折計）
カラム温度：４０℃
溶離液：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
流速：１．０ｍＬ／分
注入量：１００μＬ（試料濃度０．４質量％のテトラヒドロフラン溶液）
標準試料：下記の標準ポリスチレンを用いて検量線を作成した。
【００１３】
（標準ポリスチレン）
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ａ－５００」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ａ－１０００」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ａ－２５００」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ａ－５０００」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ｆ－１」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ｆ－２」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ｆ－４」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ｆ－１０」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ｆ－２０」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ｆ－４０」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ｆ－８０」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ｆ－１２８」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ｆ－２８８」
　東ソー株式会社製「ＴＳＫｇｅｌ　標準ポリスチレン　Ｆ－５５０」
【００１４】
　前記ポリオール（ａ１－１）の使用量としては、良好な親水性を付与できる点から、ポ
リオール（ａ１）中５０質量％以上であることが好ましく、６０～８０質量％の範囲であ
ることがより好ましい。
【００１５】
　前記ポリオール（ａ１）としては、前記ポリオール（ａ１－１）以外にその他のポリオ
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ールを用いることができる。前記その他のポリオールとしては、例えば、ポリプロピレン
トリオール、ポリエステルポリオール、ポリカーボネートポリオール、ポリアクリルポリ
オール、数平均分子量が５０～３００の範囲の鎖伸長剤等を用いることができる。これら
のポリオールは単独で用いても２種以上を併用してもよい。これらの中でも、親水性を損
なうことなく高強度性を付与できる点から、ポリプロピレントリオールを用いることが好
ましく、その使用量としては、ポリオール（ａ１）中２０～４０質量％の範囲であること
が好ましい。また、前記ポリプロピレントリオールの数平均分子量としては、高強度性の
点から、３００～５，０００の範囲であることが好ましい。なお、前記ポリプロピレント
リオールの数平均分子量は、前記ポリオール（ａ１－１）の数平均分子量と同様に測定し
て得られた値を示す。
【００１６】
　前記ポリイソシアネート（ａ２）としては、例えば、フェニレンジイソシアネート、１
－メチル－２，４－フェニレンジイソシアネート、１－メチル－２，６－フェニレンジイ
ソシアネート、１－メチル－２，５－フェニレンジイソシアネート、１－メチル－３，５
－フェニレンジイソシアネート、１－エチル－２，４－フェニレンジイソシアネート、１
－イソプロピル－２，４－フェニレンジイソシアネート、１，３－ジメチル－２，４－フ
ェニレンジイソシアネート、１，３－ジメチル－４，６－フェニレンジイソシアネート、
１，４－ジメチル－２，５－フェニレンジイソシアネート、ジエチルベンゼンジイソシア
ネート、ジイソプロピルベンゼンジイソシアネート、１－メチル－３，５－ジエチルベン
ゼンジイソシアネート、３－メチル－１，５－ジエチルベンゼン－２，４－ジイソシアネ
ート、１，３，５－トリエチルベンゼン－２，４－ジイソシアネート、ナフタレン－１，
４－ジイソシアネート、ナフタレン－１，５－ジイソシアネート、１－メチル－ナフタレ
ン－１，５－ジイソシアネート、ナフタレン－２，６－ジイソシアネート、ナフタレン－
２，７－ジイソシアネート、１，１－ジナフチル－２，２’－ジイソシアネート、ビフェ
ニル－２，４’－ジイソシアネート、ビフェニル－４，４’－ジイソシアネート、３－３
’－ジメチルビフェニル－４，４’－ジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジ
イソシアネート、２，２’－ジフェニルメタンジイソシアネート、ジフェニルメタン－２
，４－ジイソシアネート等の芳香族ポリイソシアネート；テトラメチレンジイソシアネー
ト、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、ドデカメチレンジイソシアネート、トリ
メチルヘキサメチレンジイソシアネート、１，３－シクロペンチレンジイソシアネート、
１，３－シクロヘキシレンジイソシアネート、１，４－シクロヘキシレンジイソシアネー
ト、１，３－ジ（イソシアネートメチル）シクロヘキサン、１，４－ジ（イソシアネート
メチル）シクロヘキサン、リジンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、４，
４’－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、２，４’－ジシクロヘキシルメタンジ
イソシアネート、２，２’－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、３，３’－ジメ
チル－４，４’－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート等の脂肪族又は脂環式ポリイ
ソシアネート、カルボジイミド変性イソシアネート、ポリメチレンポリフェニルポリイソ
シアネートなどを用いることができる。これらのポリイソシアネートは単独で用いても２
種以上を併用してもよい。これらの中でも、機械的強度及び接着性の点から、芳香族ポリ
イソシアネートを用いることが好ましく、トルエンジイソシアネートを用いることがより
好ましい。
【００１７】
　前記ウレタンプレポリマー（Ａ）は、前記ポリオール（ａ１）と前記ポリイソシアネー
ト（ａ２）とを公知のウレタン化反応により得られるものであり、セメントコンクリート
に対する優れた接着性を付与するイソシアネート基を有するものである。
【００１８】
　前記ポリオール（ａ１）と前記ポリイソシアネート（ａ２）との反応における両者のモ
ル比［ＮＣＯ／ＯＨ］としては、接着性及び高強度性の点から、１．０１～１０の範囲で
あることが好ましく、１．１～８の範囲がより好ましい。
【００１９】
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　前記重合体（Ｂ）は、セメントコンクリートに対する優れた接着性を得る上で必須の成
分であり、グリシジル基を有する不飽和単量体（ｂ１－１）及び脂肪族３級アミン（ｂ１
－２）を反応させて得られる化合物（ｂ１）と不飽和単量体（ｂ２）とを重合させて得ら
れるものである。
【００２０】
　前記重合体（Ｂ）のガラス転移温度としては、基体のセメントコンクリートへ密着しや
すくなるため、一層接着性が高まる点から、５０℃以下であることが好ましく、－１０～
２０℃の範囲であることがより好ましい。なお、前記重合体（Ｂ）のガラス転移温度は、
ＪＩＳＫ７１２１－１９８７に準拠し、ＤＳＣにより測定した値を示し、具体的には、示
差走査型熱量計装置内に前記重合体（Ｂ）を入れ、（Ｔｍｇ＋５０℃）まで昇温速度１０
℃／分で昇温した後、３分間保持し、その後急冷し、得られた示差熱曲線から読み取った
中間点ガラス転移温度（Ｔｍｇ）を示す。 
【００２１】
　前記重合体（Ｂ）の使用量としては、セメントコンクリートに対する接着性の点から、
前記ウレタンプレポリマー（Ａ）１００質量部に対して、５０～５００質量部の範囲であ
ることが好ましく、１００～４００質量部の範囲がより好ましい。
【００２２】
　前記グリシジル基を有する不飽和単量体（ｂ１－１）としては、例えば、グリシジルア
クリレート、グリシジルメタクリレート、アリルグリシジルエーテル等を用いることがで
きる。これらの単量体は単独で用いても２種以上を併用してもよい。
【００２３】
　前記脂肪族３級アミン（ｂ１－２）は、ウレタンセメント組成物にカチオン性基を付与
できるため、ウレタンセメント組成物中に存在するイソシアネート基と反応せずゲル化を
起こすことがなく、かつ、基体であるセメントコンクリートに吸着し、優れた接着性を発
現することができる。
【００２４】
　前記脂肪族３級アミン（ｂ１－２）としては、例えば、炭素原子数１～２０のアルキル
基を３つ有するアミン化合物を用いることができる。これらの中でも、重合体（Ｂ）の良
好な安定性が得られる点で、炭素原子数１～２のアルキル基を１つ又は２つ有し、残りが
炭素原子数６～２０のアルキル基であるアミン化合物を用いることが好ましく、２つのメ
チル基と、残りが炭素原子数６～２０のアルキル基であるアミン化合物を用いることより
が好ましい。
【００２５】
　前記化合物（ｂ１）と反応させる不飽和単量体（ｂ２）としては、例えば、メチル（メ
タ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、２－エ
チルヘキシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリ
ル酸アルキルエステル；マレイン酸、フマル酸、イタコン酸等のエステル化合物；（メタ
）アクリル酸、ビニルスルホン酸等の一塩基酸；（メタ）アクリルアミド、マレイン酸ア
ミド、Ｎ－メチロールアクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド等のアミド化合物；酢
酸ビニル、プロピオン酸ビニル、スチレン、ビニルトルエン、ビニルエーテル、アクリロ
ニトリル等のビニル化合物；ジアリルフタレート、アリルアクリレート、トリメチロール
プロパン鶏メタクリレートなどを用いることができる。これらの単量体は単独で用いても
２種以上を併用してもよい。
【００２６】
　前記化合物（ｂ１）と前記不飽和単量体（ｂ２）との反応としては、例えば、前記不飽
和単量体（ｂ２）１００質量部に対して、好ましくは前記化合物（ｂ１）を０．２～１０
質量部の範囲の使用量により公知のラジカル重合法を行うことが挙げられる。具体的には
、前記化合物（ｂ１）と水と必要に応じて乳化剤及び開始剤とを撹拌混合した後、例えば
０～１００℃の温度下で、前記不飽和単量体（ｂ２）を一括、又は連続的に滴下し、例え
ば３０～９０℃の温度にてラジカル重合させる方法が挙げられる。
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【００２７】
　前記乳化剤としては、例えば、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリオキ
シエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンスチリルフェニルエーテル、ポリオキ
シエチレンソルビトールテトラオレエート、ポリオキシエチレン・ポリオキシプロピレン
共重合体等のノニオン系乳化剤；オレイン酸ナトリウム等の脂肪酸塩、アルキル硫酸エス
テル塩、アルキルベンゼンスルフォン酸塩、アルキルスルホコハク酸塩、ナフタレンスル
フォン酸塩、ポリオキシエチレンアルキル硫酸塩、アルカンスルフォネートナトリウム塩
、アルキルジフェニルエーテルスルフォン酸ナトリウム塩等のアニオン系乳化剤；アルキ
ルアミン塩、アルキルトリメチルアンモニウム塩、アルキルジメチルベンジルアンモニウ
ム塩等のカチオン系乳化剤等を用いることができる。これらの乳化剤は単独で用いても２
種以上を併用してもよい。
【００２８】
　前記開始剤としては、例えば、過硫酸塩、有機過酸化物、過酸化水素等のラジカル重合
開始剤；４，４’－アゾビス（４－シアノ吉草酸）、２，２’－アゾビス（２－アミジノ
プロパン）二塩酸塩等のアゾ開始剤などを用いることができる。また、前記ラジカル重合
開始剤は、例えば、アスコルビン酸等の還元剤と併用しレドックス重合開始剤として使用
しても良い。
【００２９】
　前記重合開始剤の代表的なものである過硫酸塩としては、例えば、過硫酸カリウム、過
硫酸ナトリウム、過硫酸アンモニウム等が挙げられ、有機過酸化物として、具体的には、
例えば、過酸化ベンゾイル、ラウロイルパーオキサイド、デカノイルパーオキサイド等の
ジアシルパーオキサイド、ｔ－ブチルクミルパーオキサイド、ジクミルパーオキサイド等
のジアルキルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－
ブチルパーオキシラウレート、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート等のパーオキシエステ
ル、クメンハイドロパーオキサイド、パラメンタンハイドロパーオキサイド、ｔ－ブチル
ハイドロパーオキサイド等のハイドロパーオキサイド等を使用することができる。
【００３０】
　前記重合開始剤の使用量としては、重合が円滑に進行する量を使用すれば良いが、前記
化合物（ａ１）及び前記不飽和単量体（ａ２）の合計質量に対して、１０質量％以下とす
ることが好ましい。
【００３１】
　前記ポリイソシアネート化合物（Ｃ）は、前記ウレタンプレポリマー（Ａ）を希釈して
ウレタンセメント組成物の急激な又は継時的な粘度上昇を抑制するためのものであり、前
記ポリイソシアネート（ａ２）と同様の化合物を用いることができる。中でも、機械的強
度及び増粘抑制の点から、芳香族ポリイソシアネートを用いることが好ましく、４，４’
－ジフェニルメタンジイソシアネートを含有することがより好ましく、４，４’－ジフェ
ニルメタンジイソシアネートと４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネートとポリメチ
レンポリフェニルポリイソシアネートの混合物であるＣ－ＭＤＩを用いることが更に好ま
しい。
【００３２】
　前記ポリイソシアネート化合物（Ｃ）の使用量としては、良好な増粘抑制が得られる点
から、前記ウレタンプレポリマー（Ａ）１００質量部に対して、５０～４００質量部の範
囲であることが好ましく、８０～３００質量部の範囲であることがより好ましい。
【００３３】
　前記セメント（Ｄ）としては、例えば、普通ポルトランドセメント、早強ポルトランド
セメント、超早強ポルトランドセメント、中庸熱ポルトランドセメント、低熱ポルトラン
ドセメント、高炉セメント、シリカセメント、フライアッシュセメント等を用いることが
できる。これらのセメントは単独で用いても２種以上を併用してもよい。前記セメント（
Ｄ）の使用量としては、使用される用途に応じて適宜決定されるが、例えば前記ウレタン
プレポリマー（Ａ）１００質量部に対して、３００～１，０００質量部の範囲である。
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【００３４】
　前記水（Ｅ）としては、例えば、イオン交換水、蒸留水、水道水等を用いることができ
る。前記水（Ｅ）の使用量としては、良好な作業性が得られる点から、前記ウレタンプレ
ポリマー（Ａ）１００質量部に対して、１００～８００質量部の範囲であることが好まし
い。
【００３５】
　前記骨材（Ｆ）としては、珪砂、砂利、ガラスの粉砕物等を用いることができる。前記
骨材の使用量としては、例えば、ウレタンセメント組成物中２０～６０質量％の範囲であ
る。
【００３６】
　本発明のウレタンセメント組成物は、前記ウレタンプレポリマー（Ａ）、前記重合体（
Ｂ）、前記ポリイソシアネート化合物（Ｃ）、前記セメント（Ｄ）、前記水（Ｅ）、及び
骨材（Ｆ）を必須成分として含有するが、必要に応じてその他の添加剤を含有してもよい
。
【００３７】
　前記その他の添加剤としては、例えば、顔料、難燃剤、可塑剤、ワックス、消泡剤、酸
化防止剤、増粘剤等を用いることができる。これらの添加剤は単独で用いても２種以上を
併用してもよい。
【００３８】
　以上、本発明のウレタンセメント組成物は、セメントコンクリートに対して優れた接着
性を示し、速硬化性にも優れるものである。また、本発明のウレタンセメント組成物は、
継時的な粘度上昇を防ぎ、保存安定性にも優れている。よって、本発明のウレタンセメン
ト組成物は、補修材として好適に使用することができ、特に道路補修材として好適に使用
することができる。
【実施例】
【００３９】
　以下、実施例を用いて、本発明をより詳細に説明する。
【００４０】
［合成例１］ウレタンプレポリマー（Ａ－１）の合成
　撹拌棒、温度計、及び窒素気流管を備えた反応容器に、ポリオキシエチレンポリオキシ
プロピレングリコール（数平均分子量；３，０００、オキシエチレン基とオキシプロピレ
ン基とのモル比５０／５０、以下「ＥＯＰＯ」と略記する。）を２５１質量部、ポリプロ
ピレントリオール（数平均分子量；３，０００、以下「ＰＰＴ３０００」と略記する。）
を８９．７質量部、ポリプロピレントリオール（数平均分子量；４００、以下「ＰＰＴ４
００」と略記する。）を５．３質量部入れ、撹拌混合した。次いで、トルエンジイソシア
ネート（以下「ＴＤＩ」と略記する。）を５６．４質量部入れ、８０℃で３時間反応させ
ることにより、イソシアネート基を有するウレタンプレポリマー（Ａ－１）を得た。
【００４１】
［合成例２］重合体（Ｂ－１）の合成
　撹拌棒、温度計、及び窒素気流管を備えた反応容器に、イオン交換水を１１９質量部、
花王株式会社製「ラテムルＫ－１２０」（アリルグリシジルエーテル（以下「ＡＧＥ」）
とＮ，Ｎ－ジメチルラウリルアミン（以下「ＤＭＬＡ」）との付加反応物の３０質量％水
溶液）を１０質量部、乳化剤として花王株式会社製「エマルゲン９２０」（ポリオキシエ
チレンノニルフェニルエーテル）０．５質量部を仕込み、窒素気流下で５０℃に加温し撹
拌した。
　次いで、８０℃に加温し、クメンハイドロパーオキサイドを０．５質量部仕込み、更に
ブチルアクリレート（以下「ＢＡ」と略記する。）５５質量部及びメチルメタクリレート
４５質量部からなる混合物を１８０分間要して滴下し、更に３０分間保持して重合させた
。次いで、３０℃に冷却し、２％塩酸１質量部にてｐＨ２０５．０に調整し、不揮発分；
４５質量％、粘度；１２０ｍＰａ・ｓ、ガラス転移温度；５℃の重合体（Ｂ－１）を得た
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。
【００４２】
［実施例１］
　合成例１で得られたウレタンプレポリマー１４．８質量部、合成例２で得られた重合体
（Ｂ－１）を３６質量部、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（以下「ＭＤＩ
」と略記する。）２１．２質量部、住友大阪セメント株式会社製普通ポルトランドセメン
ト（以下「Ｐセメント」と略記する。）１００質量部、水道水（以下「水」と略記する。
）６０質量部、株式会社三栄シリカ製６号珪砂（以下「６号珪砂」と略記する。）２００
質量部を混合し、ウレタンセメント組成物を得た。
【００４３】
［比較例１］
　重合体（Ｂ－１）を配合しない以外は、実施例１と同様にしてウレタンセメント組成物
を得た。
【００４４】
［接着性の評価］
　接着性の評価は、モルタルに対する接着性による代替評価を行い、ＪＩＳＲ５２０１－
１９９７の「（５）（ａ）曲げ強さ」に準拠して行った。具体的には、Ｐセメント、６号
珪砂及び市水を、質量比で１００／２００／６０の割合で混合したものを型枠に流し込み
、硬化させ、２８日間養生した。次いで、これを４０ｍｍ×４０ｍｍ×８０ｍｍに切断し
た。これにまた型枠にはめ込み、その上に実施例又は比較例で得られたウレタンセメント
組成物を充填し、硬化させた。これを２０℃、湿度６５％の条件下で１４日間養生したも
のを試験体とした。この試験体に対して、曲げ強さ（Ｎ／２５ｍｍ２）と破壊状態を目視
確認した。
【００４５】
【表１】
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【００４６】
　本発明のウレタンセメント組成物は、セメントコンクリートに対する接着性に優れるこ
とが分かった。
【００４７】
　一方、比較例１は、重合体（Ｂ）を用いない態様であるが、セメントコンクリートに対
する接着性が不充分であった。
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